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【企業】女性の活躍推進に関するアンケート調査集計 

 

伊那商工会議所 

伊那市 

【調査概要】 

○目的 

 女性活躍推進やワーク・ライフ・バランスについて意識調査を実施することで、今後の

事業活動に役立てる。 

○調査時期：令和２年２月４日～３月１０日 

○方  法：郵送による  

○対  象：伊那商工会議所会員企業 （※複数の従業員のいる 1,000 事業所へ配布） 

○回答状況：回答企業 ２９０社  回答率 ２９％ 

○回答企業の内訳 

業種                     規模 

農林漁業 ２社 ０．７％  ～10人 １４１社 

建設業 ４６社 １５．９％  11～20人 ５７社 

製造業 ６１社 ２１．０％  21～30人 ２０社 

情報通信業 ４社 １．４％  31～40人 １７社 

運輸業、郵便業 ３社 １．０％  41～50人 ９社 

卸売業、小売業 ６３社 ２１．７％  51～100人 １８社 

金融業、保険業 １８社 ６．２％  101～500人 ２１社 

不動産業、物品賃貸業 ６社 ２．１％  500人以上 ３社 

飲食宿泊業、サービス業 ４４社 １５．２％  無回答 ４社 

医療、福祉 ９社 ３．１％  合 計 ２９０社 

その他 ３４社 １１．７％    

合 計 ２９０社 １００％    

63.3%(6,755人）

72.8%(5,816人)

87.6%(1,193人)

36.7%(2,178人)

27.2%(1,743人)

12.4%(169人)
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農林漁業

0.7%
建設業

16.3%

製造業

21.6%

情報通信業

1.4%運輸業、郵便業

1.1%
卸売業、小売業

22.3%

金融業、保険業

6.4%

不動産業、物品賃貸業

2.1%

飲食宿泊業、サービス業

15.5%

医療、福祉

3.2%

その他

9.5%

業種
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【調査結果のポイント】 

☆調査対象を「複数の従業員のいる企業」に絞ったため、前回の調査よりも企業としての

意識や取組について明らかになった。 

☆全体を通して、企業の女性活躍推進に対する意識が高まっている。 

 

ポイント１  女性の活躍について 

「積極的に推進している」（約３５．０％）と「積極的とは言えないが、推進している」

（３８．８％）を合わせて７３．８％（前年比８．２ポイント上昇）の企業が女性の活躍

を推進している。 

女性が結婚、妊娠・出産の後も、就業を続けることについて「ぜひ、働き続けてほしい」

（５４．１％）と「できれば働き続けてほしい」（３５．２％）を合わせて８９．３％（前

年比８．８ポイント上昇）の企業が就業を続けることを希望している。 

 

ポイント 2  女性活躍推進のための取組について 

昨年に比べ「特に取り組んでいない」企業が減り、何らかの取り組みをしている企業が増

えた。 

                         

ポイント３  女性の活躍推進をすすめる上での課題 

「女性の家事や育児の負担を考慮する必要がある」５１．５％（前年比０．４ポイント下

降）の回答が最も多い。 

育児休業制度を利用した人は、女性が７１．２％（前年比０．６ポイント上昇）、男性が

７．０％（前年比０．７ポイント下降）で、育児休業制度を運用する際の課題は、「代替要

員の人材確保が難しい」５３．４％（前年比１４．９ポイント下降））のほか、企業側の

経済負担や制度を利用した従業員が必ず復職する保証がないことも挙げられている。 

 

ポイント４  ワーク・ライフ・バランスの推進につながる取組 

有給休暇の取得を促進するための取組 

残業を削減するための取組 

いずれの取組も、昨年の調査に比べ様々な方法を取り入れるようになったことがうかがえ

る。 
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問１ 女性の活躍推進についてどのように考えていますか 

1位 積極的とは言えないが、推進している・・・・・・・３８．８％  

2位 積極的に推進している・・・・・・・・・・・・・・３５．０％ 

3位 必要性は感じているが、推進することは難しい・・・１１．２％ 

問２ 女性の活躍推進のために、取り組んでいることがありますか 

1位 勤務時間の柔軟化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０．９％ 

2位 女性従業員の採用拡大、パート契約社員から正社員への登用・・１７．６％ 

3位 人事制度の導入・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１．３％ 

その他： 

・すべての社員が活躍できる職場環境を目指しており、ジェンダーは意識していない。 

・女性が働ける仕事を作る。 

 

35.0%

38.8%

11.2%

10.5%

4.5%

積極的に推進している

積極的とは言えないが、推進している

必要性は感じているが、推進することは難しい

特に必要性は感じておらず、推進していない

わからない

0% 10% 20% 30% 40% 50%

17.6%

20.9%

11.3%

10.4%

8.6%

5.8%

8.8%

3.3%

2.0%

0.8%

10.2%

0.3%

0% 10% 20% 30%

女性の採用拡大、正社員への登用

勤務時間の柔軟化

人事制度の導入

意向確認

女性の管理職への積極的登用

推進体制の整備

意識改革のための教育、研修機会

数値目標の設定

トップのメッセージ発信

企業内託児など環境整備

特に取り組んでいない

その他
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問３ 女性の活躍推進を進めるうえで、どのような問題があると思いますか。（複数回答） 

1位 女性の家事や育児の負担を考慮する必要がある・・・５１．５％ 

2位 女性が就ける仕事が限られている・・・・・・・・・１６．１％ 

3位 特にない・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４．６％ 

 

その他： 

・女性に偏った家事、育児負担の風土 

・女性活躍に対する経営者の意識向上 

 

 

 

 

51.5%

16.1%

6.6%

3.3%

1.1%

1.8%

2.2%

0.7%

0.7%

0.4%

1.1%

14.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

女性の家事や育児の負担を考慮する必要がある

女性が就ける業務が限られている

活躍を望む女性が少ない

結婚や出産で退職する女性が多い

上司や同僚の男性の認識、理解が不十分

働きやすい職場環境（制度や設備）を整備する

負担が重い

転勤や部署間異動をさせにくい

日常の業務が忙しく、女性活躍推進に取り組む

余裕がない

顧客や取引先を含む社会一般の理解が不十分

コストや労力がかかる（業績にすぐに反映しな

い）

女性の活躍推進の手法がわからない

特にない
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問４ 女性が、結婚、妊娠・出産の後も、就業を継続させることについてどう思いますか 

1位 ぜひ、働き続けてほしい・・・・５４．１％ 

2位 できれば働き続けてほしい・・・３５．２％ 

3位 わからない・・・・・・・・・・ ８．５％ 

 

働き続けるのは困難である： 

・少ない人数でやっている。１年間休まれると困るので新しい人を入れる必要がある。 

・休業中の代替がいない。 

・育児期間中は、育児に専念した方が良い。 

その他： 

・本人の意思によるところが大きいと思う。長期の休業の場合は、他の人を雇ってしまうので

復職は困難である。 

・子どもが小さいうちは、子育てを中心にした方が良い。 

 

問５ 平成 30年度中、育児休業制度の対象となる従業員は何人いて、育児休業制度を利 

用した人は何人ですか。 

対象従業員：男性 199人  女性 156人 

 

 

7.0%(14人)

71.2%(111人)

93.0%(185人)

28.8%(45人)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

女性

育児休業制度取得状況 取得した 取得しなかった

ぜひ、働き続けてほしい

54.1%

できれば働き続けてほしい

35.2%

働き続けるのは困難である

1.9%

わからない

8.5%

その他

0.4%
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問６ 育児休業制度を運用する際に、どのような課題があると思いますか。（複数回答） 

1位 代替要員の人材確保が難しい・・・・・・・・・・・５３．４％ 

2位 利用した従業員が、必ず復職する保証がない・・・・１６．７％ 

3位 企業側の経済負担が大きい・・・・・・・・・・・・１５．４％ 

その他： 

・育児休業給付申請の手続き等シンプルでスマートにしてほしい。 

・改定施行された法律について、担当者の教育機会や資料の提供が必要。 

・代替要員の復職後の対応。 

・育児休業を取得した職員の復職時に、代替職員の雇用継続が困難になる。 

・代替職員を継続雇用する場合は、復職者の雇用継続が困難になる。 

 

問７ 育児休業制度以外に従業員の育児に関する独自の支援制度がありますか 

1位 特に実施していない・・・・・・・・・・・・・・・・・４２．６％ 

2位 始業時間の繰り下げ、または終業時刻の繰り上げ・・・・３０．３％ 

3位 時間休の取得・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８．０％ 

その他： 

・面倒を見てもらう人が居ない時など子供を会社に連れてきても良い制度。 

・半休制度など、休暇を取りやすい環境づくり。 

 ・始業時間の繰り下げや就業時間の繰り上げと時間休の取得を考えたい。 

53.4%

15.4%

5.3%

1.3%

16.7%

7.1%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

代替要員の人材確保が難しい

企業側の経済負担が大きい

上司や同僚の理解が得にくい

顧客や取引先の理解が得にくい

利用した従業員が、必ず復職する保証がない

復職した後、通常業務に戻るまで時間がかかる

その他

30.3%

8.8%

18.0%

42.6%

0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

始業時刻の繰り下げ、

または終業時刻の繰り上げ

配置転換の考慮

時間休の取得

特に実施していない

その他
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問８ 平成 30年度中に介護休業制度を利用した従業員はいますか。 

1位 いない・・・・・・・・・・７５．６％ 

2位 対象者がいない・・・・・・２０．４％ 

3位 いる・・・・・・・・・・・ ２．６％ 

 

問９ ワーク・ライフ・バランスの推進につながる取組をしていますか。（複数回答）  

1位 勤務時間の柔軟化・・・・２２．１％ 

2位 残業縮減・・・・・・・・２１．９％ 

3位 業務改善・・・・・・・・１８．４％ 

その他： 

・年休付与日数の増。 

・勤務時間の短縮。正社員化の推進。 

 

 

いる

2.6%

いない

75.6%

対象者がいない

20.4%

わからない

1.5%

22.1%

21.9%

18.4%

13.0%

9.1%

15.4%

0% 10% 20% 30%

勤務時間の柔軟化

残業縮減

業務改善

仕事もプライベートも充実させるための

時間管理意識の向上

特別休暇（リフレッシュ休暇、ボランティア

休暇、記念日休暇など）の制度拡充

特に実施していない
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問１０ 有給休暇の取得を促進するため、どのような取組をしていますか（複数回答） 

1位 時間単位、半日単位など柔軟な有給休暇取得制度・・・３０．６％ 

2位 経営者による有給休暇の取得奨励   ・・・・・・・２２．２％ 

3位 取得しやすい職場簿雰囲気・・・・・・・・・・・・・２１．６％ 

その他： ・社員の都合で休暇が取得できる制度。    

・社員、パートなどの増員。 

 

問１１ 残業を削減するために取り組んでいることはありますか（複数回答） 

1位 長時間労働ではなく、時間効率を意識させる仕組みづくりをしている 

・・・・３２．０％ 

2位 特に実施していない・・・・・・・・２８．９％ 

3位 残業に事前承認制を取っている・・・２４．０％ 

 

その他： 

・残業がない体制を構築している。 

・出社時に”今日の退社時間宣言”を表す。 

・終業時間には、パソコンの電源を強制的におとすなどの取組みをしている。 

30.6%

21.6%

22.2%

8.1%

17.5%

0% 10% 20% 30% 40%

時間単位、半日単位など柔軟な有給休暇取

得制度

取得しやすい職場の雰囲気作り

経営者による有給休暇の取得奨励

業務の補完・協力体制の整備

特に実施していない

14.0%

24.0%

32.0%

28.9%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40%

ノー残業デーを設定している

残業の事前承認制を取っている

時間効率を意識させる仕組み作り

特に実施していない

その他
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問１２ 自由記述（抜粋） 

 

・この問題は企業力だけでは限界がある。社会全体で女性に偏った家事、育児の風土を変え

ていく事が鍵になる。男性の育休取得者及び企業に対して相応の補助金を助成するなど柔

軟なお金の使い方をしていく事で企業の対応も変わっていくと思う。 

・働き方改革に問題あり。働く事によって生産性が上がる。休日が多いと人件費に直結する。

天候等に左右される屋外での業種に考慮した法律とは思えない。働かないと日本経済はど

うなる。 

・テレビでは育児休業・介護休業について、企業の取組ばかりを問題視することが放送されて

いるが、どう考えても本人の意識の低さを感じてしまう例もある。 

・休暇を計画通り取得させる事、取得者へのフォローが重要だと思う。 

・女性の活躍を妨げている要因は、ワーク・ライフ・バランスではないのでは？ 

・有休の取得、残業ゼロを意識するよう取組をしている。従業員の誕生日にプレゼントをして 

 いる。 

・保育園の子どもがいる従業員は、本人の希望時間に合わせて、就労時間を決めている。 

・募集をしても良い人材はなく、残業で対応するしかない。 

・夫の転勤や育児への夫の協力が得られない状況では、女性が仕事を続けることが困難に

なってしまう。男性の仕事の環境も整える必要があると感じている。 

・育児の終わった女性が介護に係わるようになるケースが多く、介護の女性負担が大きいよう

に思える。 

・個人自営業で小さく商売をしているため、アンケートへの回答が困難な項目が多い。 

 


